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わゆる「仏文科」）の廃止が珍しくない状況にある 1。  
 しかしフランス文化教育は本当に社会の役に立たないのだろう









1  伊川徹「崖っ淵のフランス語をどう救うか？」『 Rencontres  17』2003 年、
pp.  41-43。  
2  このような問題提起は決して珍しいものではない。2016 年にはシンポジ
ウム「フランス文学を次世代へいかに伝えるべきか」（神戸大学）が開催さ
れ、報告者（高橋）もパネリストを務めた。  































語編）』第 7 巻第 2 号、 2018 年、 pp.  67-81）で明らかにしている。  


















 ワークショップは 3〜 4人のグループに分かれ、①ケース読解、②
レクチャーを聴く（ジグソー法）、③ポスター制作、という流れで



































































































































































































































 参加者はまず個人でケースを読解し、問 1に従いワークシート 1
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を行うよう促していく。  
 そのため、本ワークショップではジグソー法を導入し、グループ
を一度解体する。それぞれのグループメンバーを A, B, Cの三つに
区分する。  
 
 1グループ  A B C 
 2グループ  A（二名）  B C 
 







































































とが分かった（結論 1）。  
 
ただ、  
① 市民は本当に平等でフラットなのか？  
という問題と、  
② 逆に平等が行き過ぎて平等を押し付ける平等至上主義にな
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の平等は「一個人」としてのみ保障されるという考えがその根底に























れているという点 だということが分かった（結論 2）。  
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フランス共和国憲法第 2 条   « La langue de la République est le 
français. » によってフランス語と定められている。この憲法の元


























  多言語主義が尊重される社会をつくる…ブログ・SNS 投稿、デ
モ、政治家への陳情などで社会に訴える。  









































ように、タペストリーに描かれた人としてである。（ RTP, I. 169） 
 
⇒  ゲルマント公爵夫人＝エステル（旧約聖書「エステル書」）   













⇒  実際のゲルマント夫人を目にすることでの失望  
 
【プルーストの社会学的読解】  
  異なる社会階層……自分とは別世界  
  自分の世界と異世界の間に横たわる「心理的距離」  
2018年度 言語メディア教育研究センター年報  |  152
  「距離」が対象を神話化し、幻想を発生・持続させる。  
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